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  フランスMeteo France International（MFI）：
官民連携によるNMHSの近代化



  Patrick Bénichou、Meteo France International


  気象に係る価値連鎖を国内レベルで実施する最良の方法は、また、公的資金を最も効果的かつ持続可能な方法で利用する最良の方法は、数多くの国家気象水文機関（NMHS）にとってこの10年間における課題であり、価値連鎖全体を同水準のエネルギーを以て支えることができるNMHSはない。官民協働は、DBO（設計・施工・運用）アプローチがシステムインテグレーション、経営変革及び持続可能性の領域についてNMHSに多大なインセンティブをもたらすことができる範囲において、これらの課題を解決しうるものである。これは、第18回世界気象会議において採択された2019年のジュネーブ宣言の精神に完全に適合するものでもある。


  PPE-DBOアプローチは、Meteo France International（MFI）がここ10～15年間にインドネシア、カンボジア、アンゴラ、インド等の様々な場面においてすでに経験及び導入してきた、次の主たる証明済の成功要因をもたらしたものでもある。


  ・ NMHSとの強力な戦略的連携


  ・ 経営についての将来像の共有


  ・ デザインビルド（設計施工一元化）方式


  ・ 実施全体にわたるフレキシブルデザイン


  ・ プロジェクトの柔軟性のある共同運営


  ・ 価値連鎖の実施のための統合的アプローチ


  ・ NMHSの新たな業務方法の確立


  ・ 経営変革に対する支援


  ・ 業務手順


  ・ 能力構築及び先進的なNMHSとの姉妹提携


  ・ 長期的な持続可能性のためのNMHS及び現地の民間部門への知識移転


  成功裏の成果と、開発パートナー及び受益者が支持するその諸原則とを実証してきたこの手法を、どのように拡大していけばよいであろうか？これが、NMHS及び社会にとっての便益を最大化しつつ公共投資を保護するための、現在の10年間における課題である。


  ここで我々は、（i）プロジェクトの設計及び統合的なプロジェクト（複数年にわたる支援を含む。）の調達の方法における根本的な変化、（ii）技術以外の諸側面（主たる成功要因）のいっそうの重点化、（iii）開発パートナー、WMO、先進的なNMHS、民間部門及び学術界の間におけるこれらの取組に係る責任の明確な分担を提示する。


  気象に係る価値連鎖の実施戦略


  気象学の長い歴史において、「気象、気候及び水の監視、理解及び予測において、また、国内的、地域的及び国際的なニーズを満たす関連する情報、警報及びサービスの提供において、国家気象水文機関（NMHS）の任務が非常に重要であること」及び「観測、データ交換及び情報提供のために必要な社会基盤並びに国際的なシステム及び施設の運用を、加盟国・地域の政府が確保及び維持するという責任」1は、明確に強調されてきている。単なる科学の一分野から、警報、気象・気候の影響を受けやすい部門に対するサービスの提供といった広範な機能へという気象業務の発展によって、観測及び社会基盤から警報及びサービスの提供、最終的には各国及び世界のための価値創造までの拡がりを持つ価値連鎖という、合意された概念が導き出された。


  


  このアプローチを基礎として、NMHSの戦略は、効率改善のための全体的アプローチとリスク最小化のための連携という2つの基本的な潜在的機会を考慮して、国内レベルにおいて価値連鎖を最もよく実施する方法（すなわち価値連鎖の各要素間の最適な割合の発見）へと移り変わり続けていった。


  気候変動の影響に対する関心が高まった時代にあって、気象、水文及び関連する環境情報の社会・経済に対する価値は広く共有されており、各国政府は、今や現地の及び開発パートナーの資金の双方を以て、近代化プログラムをよりいっそう支援している。これは、社会全体、WMO加盟国・地域、事業利用者及び一般社会にとって、素晴らしいニュースである。


  しかし、最も効果的かつ持続可能な方法によってこうした取組に公的資金を最もよく利用する方法については、重要な課題が残されている。官民協働（PPE）は、2019年のジュネーブ宣言において称賛されたとおり、高レベルの政策を提供するともに、これらの課題を解決して受益者にとっての具体的かつ持続可能な改善を伴う近代化プロジェクトの主たる成功要因を取り入れる堅実な方法を示している。


  価値連鎖に沿ったPPE実施のためのビジネスモデル――ニーズ及び類型化


  上記のとおり、戦略は、選択の問題である。資源には限界があることから、社会からの期待が増大しているとはいえ、価値連鎖全体を同水準の熱量を以て支えることができるNMHSはない。すなわち、他の部門（民間及び学術界）を招き入れて公共部門と連合させる方法を模索することを以て価値連鎖に係る課題に対処するという考え方は、国内における価値創造を最大化するものである。「効率を改善したり社会によりよく奉仕したりするような多部門間の連携の機会を模索することによって、全球的な社会基盤の持続可能性を促進すること」は、そのひとつである。


  我々は、「開発途上国、後発開発途上国及び小島嶼開発途上国における社会基盤の近代化及びサービスの強化のための持続可能な解決策をもたらす実行可能なビジネスモデル」を求めている2019年のジュネーブ宣言に基づく価値連鎖全体にわたって、関連する体制の可能性（PPE）を類型化しようとするものである。サービスとしての観測（OaaS）、設計・施工・運用（DBO）及び協働サービス提供（CSD）という、3つの望ましいPPE（「革新的かつ双利的な手法」）がある。


  
    
      
        	
          望ましいPPEの体制


          ・ OaaS（サービスとしての観測）　民間企業がNMHSのために観測データを維持管理及び収集する。


          ・ DBO（設計・施工・運用）　民間企業がNMHSの観測及び情報通信社会基盤（の一部）を実施し、また、その基礎的な運用に長期的な支援及び援助を提供する。


          ・ 協働サービス提供　民間企業がNMHSのサービス能力の開発を補助する。

        
      

    
  


  


  PPE-DBOアプローチ及び主たる成功要因


  MFIは、プロジェクトに対する投資を効果的かつ持続可能なものとする助けとなりうる（価値連鎖全体にわたる）柔軟かつ系統的な統合的アプローチが、後発開発途上国を含む新興国及び開発途上国に利益をもたらすであろうと考えている。


  DBOは、設計・施工・運用（Design – Build – Operate）の略であり、非常に特別な意味を持つ。


  ・ 「DB」は、プロジェクトの設計を担当する者がその成果を実施する者でもあることを意味する。このことは、設計が、施工段階において相互の合意に基づいて（わずかに）変更されうるものでもあることをも意味している。最後に重要なこととして、これは、「施工者」が受益者たるNMHSにとって単一であって一括対応する者として活動することを意味する。これは、単純かつ効果的である。


  ・ 「O」は、プロジェクトの完成後に、NMHSが新しい技術や概念に乗り遅れないことを意味する。NMHSがまずその中核的な任務に専念し、以て「気象・気候・水サービスをどのように組織し及び供給するかについての決定にあたって、加盟国・地域の主権を尊重」する一方で、パートナーは、所定の期間において、観測網の維持及びITシステムの管理を、また、要求に応じて、部門ごとの利用者のための新たなプロダクトの準備も助けることとなる。


  DBアプローチは、プロジェクトの設計と施工の段階を同時に処理することができるものであり、以て意欲的なプロジェクトを3年程度以内で完全に実施することができることから、他の手法よりも著しく迅速である。また、「O」の段階は、NMHSがシステムの維持管理の面を引き継ぎ、かつ、所要の運営費用及び維持管理に対する政府の資本投入が保証されれば、ほどなく数年後には終了することとなる。


  PPEは、「あらゆる部門の利害関係者間の信頼、相互理解及び協力」を反映した強力な連携の取決めがなされていなければDBOの実施が困難であることを意味する。実際のところ、また、単なる例として、設計段階は重要であり、また、価値連鎖の実施戦略についての像が共有されていることが必要とされる。


  2016年にWMOとGFDRRとが開催した第1回拠出国会議においては、DBOの主たる成功要因（KSF）が明らかにされて主な援助者（世界銀行、緑の気候基金、フランス開発庁、国際協力機構等）と共有されてきた。これらは、価値連鎖の各構成要素とともに集約されて、これらがプロジェクトの不可分の一部であることを示した。


  


  ・ 価値連鎖全体を可能な限り包摂して、社会・経済に対する便益を保証すること。


  ・ （パートナーとなる）NMHSと、長期的な展望及びプロジェクトの柔軟な設計を共有すること。


  ・ システムインテグレーションに留意すること。


  ・ プロジェクトの所有権及び経営変革（AOS及びSOP2を含む。）を支援すること。


  ・ NMHSによる組織再編及び人材採用計画の策定を補助すること。


  ・ 最後に、NMHSが近代化された社会基盤を引き継げるようになるまで、その「運用」を助けるために、現地において知識移転を行うこと。


  KSFの実現は費用を伴うものであり、これは、プロジェクトの総予算の相当部分を占めることがある。これは有効性及び持続可能性の対価であるが、最終的には、この費用は、統合の欠如、社会・経済に対する便益の不在及び持続不可能性――これらはいずれも多くの開発近代化プロジェクトにおいてはなはだ典型的である――によって生じる損失よりも著しく低いものである。


  2012年以来のDBOに基づく最良慣行の例


  プロジェクトの設計への重要なインプットとしての管理運営についての展望の共有


  NMHSとそのパートナー（MFI等）との間で管理運営についての展望を共有することは、これが管理運営についての展望/戦略とプロジェクトの程界/設計との完全な一貫性を保証するものであることから、重要である。これは、必要とされる近代化プロセスがNMHSの戦略の更新をも含むものであることから、自明のことではない。こうした展望は、2000年代初頭のリベリア、カタール（2005年）、インド（2006年）、後にはインドネシア（2009年）等の国々において議論され、また共有されていた。その結果、リベリアは、独特の展望に基づく段階的アプローチを選び、インドは、内閣レベルの支持を受けた大規模な近代化プログラムの承認を得、また、インドネシアは、部門別の応用についての契約による約束を伴う統合的アプローチを採用した。いずれのケースにおいても、展望の共有は、プロジェクトの当初設計より充分前に確保されていた。


  完全な所有権のための柔軟な合同設計：運営委員会


  DBOアプローチが契約者と受益者との間に非常に特別な関係性をもたらすとはいえ、プロジェクトの設計段階は、常に早期にやってくるものである！このことは、共有された詳細設計から共有された高レベルの展望を導き出すまでには時間がかかることを意味する。よって、プロジェクトを構築する各要素を、当初設計から最終的な実施までの継続期間全てにわたって再調整できることが重要である。


  MFIは、こうした柔軟性を保証するための一連の「ツール」全体を提案してきた。プロジェクト設計研究（PDS）は、この面における重要な段階である。通常、PDSには、当初システム設計評価（ISDR）及び最終システム設計評価（FSDR）という2つの通過点がある。これらの評価によって、MFIのチームと顧客の代表者の双方が、契約前段階で案出された技術仕様を共同して洗練させることができるだけでなく、業務上のワークフロー及びプロジェクトの成果を明確に定めることもできる。


  
    
      
        	
          アンゴラでは、MFIがINAMET（国立気象・地球物理研究所）の意欲的な近代化プロジェクトを達成しつつある。このプロジェクトの運営委員会の初会合において、このプロジェクトが、効果的な実施の前に迅速かつ目に見える結果を示さなければならないことが省にとって明らかになった。契約上のあらゆる義務の他に、MFIは、航空（Météo-Franceのパイロットブリーフィングソリューションへの一時的なアクセスによるもの）、メディア（一時的な概況作成サービスによるもの）及び石油・ガスの分野において、一時的な解決策というかたちでの「迅速な成果」を約束した。

        
      

    
  


  しかし、この設計がPDSの承認後にも変更されうるものであると、誰が知っていたであろうか？それは、2012-2013年のインドネシア気象気候地球物理庁（BMKG）についての意欲的なStrengthening 1プロジェクトにおいて発生した。少なくともインドネシアについてのPWS-EWS3ワークフローの堅実な実施については、相互理解と適切なSOP（下記参照）による最終的に完全な所有とに達するまでに、かなりの調整を要した。また、MTSAT-2の後継としてひまわり（訳注：16バンド観測を実現したひまわり8号・9号）が運用に入ると、MFIは、法的な煩雑さも経済的な影響もなしに、MTSATのデータフロー全体に替えてひまわりのデータフローを処理するために、プロジェクト実施の最中に計画全体を変更した。


  MFI及び受益者の責任者が年に2回集合する運営委員会（SC）会合の開催も、MFIが主導する大きなプロジェクトの区切りとなっている。これらのSC会合は、プロジェクトのあらゆる側面（技術、組織、財政等）を注視し続ける機会をもたらすものであり、継続的な適応過程を通じて修正のほとんどが合意されている。


  


  図1　2014年12月の、ジャカルタにおける第4回SC会合の開会。Andi Eka Sakya（BMKG長官）とPatrick Bénichou（MFI議長）が共同議長となった。


  
    
      
        	
          インドネシア：2012年から2015年まで、Strengthening 1プロジェクトには、統合分散情報システム（10種類のシステム）の構築が、また、インドネシア全体にわたる国内観測網（AWS、雷センサ、高層大気サウンディング観測所、AWOS及び篤志観測船）の更新が含まれていた。


          むろん、この新しい設備は、「海洋大陸」全体にわたる本庁、5つの地域中枢及び34の地方に展開されなければならなかった。こうした複雑なプロジェクトにあっては、統合化に関心が払われることが不可欠である。この課題に取り組むために、MFIは、あらゆる観測システム・情報システムの間に必要とされる相互作用を定義する統合マトリクスと、データのフォーマット及びデータ交換プロトコルを示して効果的な統合に必要な技術的アクションを明らかにするシステムインテグレーションシートとに基づく、独特の方法論を構築した。

        
      

    
  


  NMHSの価値連鎖及びワークフローを実施するためのシステムインテグレーション


  システムインテグレーションとは、データの統合、新規の設備と既存の設備との統合及びシステムからシステムへの統合をいう。


  これは、一般的にこの複雑な過程に自力で対処できない受益者が強く期待し、また歓迎するものである。


  システムインテグレーションがNMHSのワークフローの実施という主要な目標を以て実施されなければならないことは明白であり、これは、組織、中核的プロセス及び受益者（NMHS）の要望（観測からサービスの提供に至るあらゆる業務上のタスクの日常的な順序付け等）に強く結びついている。


  システムインテグレーションは、プロジェクトの実施全体にわたって行われ、また、統合に係る技能だけでなくあらゆる技術的要素の専門性も組み込まれる継続的なプロセスである。よって、システムインテグレーションは、DBOアプローチと非常によく整合するものであり、多元連結（multi-tender）アプローチにはまず適合しない。


  ほとんどの場合、インテグレーションは、当該プロジェクト及び国家にとっての便益を増大させるために、部外の構成要素にまでその程界を及ぼすものである。例えば、アンゴラにおいては、プロジェクトによって農業省が持つ外部AWS観測網も統合されており、このことは、アンゴラに追加的な価値をもたらすほか、WMO/WIGOSの目標にも適合するものとなる。


  経営変革：標準業務手順


  あらゆる近代化プロジェクトは、対象となるNMHSの実務及び組織の双方に奥深くまで変化をもたらす。これらのほとんどは、NMHSが国内的プレイヤーとなって効果的な警報及びサービス提供の能力を実施するのを助けるものとなる。


  完全な利用者指向の主体への変化には、時間が必要であり、また、経営変革とこれに対する支援とが必要となる。よって、経営変革プロセスは、運営委員会による指導の下で、論理的に（i）当初設計の段階から明確に定義され、また、（ii）技術プログラムの実施とともに進行しなければならない。ほとんどの場合、業務プロセスは再考されなければならず、サービスの完全な再編が必要である。


  アンゴラにおいては、この慣行をなぞることが計画された。さらに、システムが発送及び設置される前に、将来の組織及びワークフローについての選択肢を得るという重要課題について、運営に関する研究集会が開催されている。


  
    
      
        	
          インドネシアにおいては、MFIは、BMKGがその予測・作成プロセスを深部まで再構成するのを支援し、また、多くの予報担当者/管理職員に利用者に対していっそうの注意を払うよう促した。Strengthening 1プロジェクトによって、インドネシア全体における予報/警報/PWSに係るワークフローの効果的な実施が可能になった。そのためには、合意された「作成タイムライン」に合わせて、各官署の役割及び責任を定義し、これらを適時に順列化し、また、これらを全国的に均一化する必要があった。この目標を達成するために、MFIは、各種の重要な職務・職位において日々行われるあらゆる作業を記述した、詳細な標準業務手順（SOP）を作成した。MFI及びMétéo-Franceの専門家は、BMKGの職員がリスクを恐れずにSOPを実施するために、運用開始に対する支援を提供した。

        
      

    
  


  能力構築：PPA及び姉妹提携


  NMHSの近代化は、新たな人材（システムアドミニストレータ、PWSの専門家等）の採用及び訓練をも意味する。よって、能力構築は、オン・ザ・ジョブ・トレーニング及び初任者訓練からなる、プロジェクトの重要な構成要素である。


  オン・ザ・ジョブ・トレーニングについては、Météo-France、IPMA（ポルトガル）といった先進的なNMHSの関与を以て姉妹提携施設が整えられ、合意された関心事項についての特別な課程を編成している。インドについては、2010年にMFIがインド気象局（IMD）の近代化プロジェクトを成功裏に達成しており、熱帯気象、予報における衛星画像・数値予報出力の先進的な利用、また、気候学のための統計についての訓練課程が、フランス及びインドにおいて、MFIの親会社であるMétéo-Franceの専門家との協働によって編成されている。これらの訓練プログラムは、プロジェクトの所有権を保証してIMD職員の能力及び技能を高めるために、重要な役割を果たした。3年間にわたるプロジェクトの完了までに、約400人のIMD職員が訓練を受けた。


  初任者訓練については、MFIは、革新的な産学官連携（PPA）を立ち上げることができる。


  
    
      
        	
          アンゴラについては、現在、MFIが、INAMET、ルアンダのアゴスティーニョ・ネト大学並びにポルトガル及びブラジルの学術研究機関とのPPAの構築に取り組んでいる。このPPAは、アンゴラのニーズに、また大部分はアフリカ大陸全体のニーズに応じた、気象学者の公式な資格取得につながる気象学分野の16か月間の訓練プログラムを立ち上げる助けとなるものである。その第一段階において、この訓練は、アンゴラとポルトガル/ブラジルの講師によって合同で行われることになる。その後、アンゴラの訓練スタッフは、外国による支援から脱して、現地において高品質の訓練を提供することを期待される。

        
      

    
  


  場合によっては、MFIは、将来のNMHS幹部を訓練するための高レベルのプログラムまでも提案することができる。インドネシアにおいては、BMKGの管理者が4名の予報担当者を選抜して、ツールーズの「Meteopole」にあるフランス国立気象学学校における1年間の修士課程を受けさせている。


  


  図2　IT部門（ISSD）の立上げに伴うIMD職員向けのLinuxの講習。
インドにおけるMIMOSA/VARSAMANAプロジェクト、2008年11月


  長期的な持続可能性のための現地の民間部門への知識移転


  近代化のための大規模な主導的取組の持続可能性は、プロジェクトのあらゆる成果物（社会基盤、観測網、情報システム、作成能力）を長期的に維持する能力にかかっている。DBOアプローチは、「O」の要素、すなわち運用に対する長期的な支援を明確に含んでおり、これは、SLA（サービス品質保証）の考慮をも意味する。この方面についてのNMHSの職員に対する訓練は、必須であるが、職員の異動等の様々な理由から、充分ではない。MFIは、プロセスを保証するための革新的なアプローチを確立してきており、これには、プロジェクトの初期から現地の民間プレイヤーが参加する。現地パートナーは、MFIと連携してシステムの展開を助け、また、実施段階が終わると、後にレベル1の支援について長期的な責任を負うこととなる


  この文脈において、MFIは、インドネシア、インド、アンゴラ等のいくつかの国において、現地パートナーを指定及び訓練してきた。


  インドネシアにおいて、MFIは、インドネシアの民間パートナーで働くことを期待された現地の技術者の採用及び訓練に参加した。この現地チームは、6か月間という記録的な期間内に全国で60を超える気象観測所の設置を可能にした。現在、同じチームが、設備の維持管理を、また、MFIが実装した情報システムに対する支援活動を保証している。


  現地パートナーを有することが、運用及び維持管理を保証する鍵であることが証明されている。ただし、運用経費（消耗品、高品質のデータ、技術支援）に見合った年次予算の保証は、やはりさらに重要である。我々の経験では、NMHSが、その親省庁及び財政担当省庁（カンボジアの場合のように）にNMHSに毎年の予算を配賦することを納得させるために、その投資に対する目に見える成果を実証する（これにはプロジェクトの実施終了後2年間かかるであろう）必要があることが示されている。DBアプローチは、こうした決定に至る通過点を通る助けとなる。


  この「O」の概念のおかげで、2000年代以降、あるいは2010年代に展開したあらゆる大規模プロジェクトは、まだ進行中である。それ以降、受益者（カンボジア、インド、インドネシア、カタール、セーシェル共和国等）は、財務担当大臣との直接のつながりを整えて、大規模なプロジェクトについては、現地パートナーが年次サポートの主契約者となっている。


  PPE-DBOの大規模な適用のための勧告事項


  DBOアプローチは、受益者たる機関に、多くの便益をもたらす。


  これまでいくつかの国において、MFIは、連携についての強力な合意に基づいて、DBOを成功裏に実施してきた。いくつかの受益者/パートナーが「フォローアップ」プロジェクトのために連携の更新を決めたことが注目されるところであり、インドネシアにおいては、BMKGがStrengthening 1の構想を2020年に開始される主導的取組SUS（Scaling Up Strengthening）へと拡大させることを決定している。SUSプロジェクトは、Strengthening 1によって達成された強固な技術的・組織的な基盤の上に構築される、インパクトベースの予報等の革新的な構想を実施するものとなる。


  開発パートナー及び受益者が支持する成功裏の結果及びその原則を示してきたこのアプローチをどのようにして拡大していくのか？これは、NMHSと社会が受ける便益を最大化しつつ公共投資を確保することへと向かう、この10年間の課題である。


  MFIは、開発パートナー及びWMOがDBOアプローチを適用できるときにはこれを拡大していく方法を見出すことを望んでいる。これには、プロジェクトの設計（高レベルの展望から詳細な実施計画まで）の、さらには統合プロジェクトの調達の方法（適切な複数年の支援段階を伴う）の根本的な変更が含まれる。技術以外の諸側面（主たる成功要因）、殊に経営変革も、当初設計の段階から明確に特定されていなければならない。


  最後に、開発パートナー（資金供給）、WMO（規則）、先進的なNMHS（姉妹提携）、民間部門（インテグレータ、現地のプレイヤー）及び学術界（訓練）のそれぞれの責任の範囲は、公共投資の有効性及び持続可能性を保証するための最も高い目標が維持される一方で、より単純かつ効率的な方法へと向けて再編されうる。多くのNMHSの安定した未来が、危機に瀕しているのである！


  


  


  1 下線を引いた引用文は、全て2019年6月の第18回世界気象会議決議事項80として採択された2019年のジュネーブ宣言からの引用である。


  2 運用開始に対する支援及び標準業務手順。


  3 公共気象サービス―早期警報システム。


  日本：立法の枠組に裏付けられた
日本の官民協働1


  立法の枠組の概要


  気象庁（JMA）は、日本の国家気象水文機関（NMHS）であり、国土交通省2の外局のひとつである。気象庁がその任務を実施する根拠となる立法の枠組は、次のいくつかの法律からなる。


  ・ 国土交通省設置法


  ・ 気象業務法3


  ・ 災害対策基本法


  ・ 航空法


  ・ 特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律


  ・ その他関係法律、政省令、法規及び規則


  これらの法律及び法規の中でも、気象業務法は、気象庁の組織及び業務について基本的な重要性を有する。これらの主たる法的文書が必要に応じて随時に再検討の下に置かれ、また改正されるべきものであると述べておくことは、重要である。例えば、気象業務法は、気象庁がWMOに加盟する前年の1952年に制定されて以来、政府の新しい政策に準拠するために、社会の新たなニーズに応えるために、行政改革の一貫として等の様々な理由のために、あるいは他の法律の制定・改正に応じて枠組を調整するために、30回を超える改正を経てきている。


  本稿は、この法的枠組の中で官民協働（PPE）がどのように取り扱われてきたのかに焦点を合わせる。日本には、PPEの長い歴史があり、特定利用者向けの予報業務許可（訳注：法令の規定として特定向けと一般向けの予報業務許可が区別されていたことはなく、一般向け予報業務許可の審査が行われていなかったのは、行政裁量によるものである。）、観測の委託等、PPEに関連するいくつかの規定は、約65年前まで遡る。PPEに関連する近年の規定としては、気象測器検定における新たに認可されたシステムの導入（約15年前）、一般向け予報業務の許可（25年前）（訳注：気象予報士制度の導入に伴って審査基準等による許可の実務が一般向け予報業務にも対応したことをいう。）等がある。


  2つの主な法律――国土交通省設置法と気象業務法


  国土交通省設置法4は、気象庁5の設置、長、任務、管轄及び地方官署について定めている。同法は、気象庁の主たる任務を「気象業務の健全な発達を図ること」と定めている。ここでいう「気象業務」の語には、気象庁自身が提供するサービスだけでなく、民間部門6,7が提供するものも含まれる。気象庁の主たる任務の変遷に注目するのは、興味深いことである。もともとこれは、単に気象庁自身が「気象事業を行う」こととして定義されていた。先に挙げた現行の任務規定への改正は、2001年の中央省庁再編の一貫として行われた。「気象事業を行う」から「気象業務の健全な発達を図る」への改正は、単なるサービス供給者から、多くの利害関係者を有する環境における全国規模の業務の主催者及び規制者へという、気象庁の役割及び責務の大きな変化を反映したものである。


  上述の気象庁の任務は、もう1つの法律である気象業務法によって裏付けられており、これは、さらに進んで気象庁の任務をより詳細に定めている。同法は、気象業務に関する基本的制度について定めるものでもあり、これは、気象庁がその目的規定に定められた全体目標を達成するために必要なものである（表1参照）。


  歴史的にみると、気象庁の前身としては、1875年に設置された東京気象台（1887年に中央気象台に改称）があり、70年以上にわたってサービスを提供してきていた。気象業務法は、1952年に制定され、（i）日本における気象業務の提供について、気象庁にその任務を遂行するために充分な権威を保証すること（ii）国際レベルにあっては、日本がWMOに加盟するために必要なこととして、世界気象機関（WMO）条約及びWMOの構成機関において合意された（される）その他の関連する国際約束を遵守すること、という2つの主な目的を有する。日本が正式にWMO加盟国となったのは、日本の国会における審議及び承認の後、1953年8月のことである。


  
    
      
        	
          法律
        

        	
          規定
        
      


      
        	
          国土交通省設置法（第46条）
        

        	
          気象庁は、気象業務の健全な発達を図ることを任務とする。

        
      


      
        	
          気象業務法（第1条）
        

        	
          この法律は、気象業務に関する基本的制度を定めることによつて、気象業務の健全な発達を図り、もつて災害の予防、交通の安全の確保、産業の興隆等公共の福祉の増進に寄与するとともに、気象業務に関する国際的協力を行うことを目的とする。
        
      

    
  


  表1：国土交通省設置法が定める気象庁の任務と、気象業務に関する基本的制度を定めることによって気象庁の責務の根拠となっている気象業務法の目的との比較（下線太字部分は両法に共通しているが、二重下線部分は、気象業務法の目的を示している。）


  気象業務法


  要約すると、気象業務法は、次のようなものである。


  ・ 全9章・106か条からなる。


  ・ 気象業務に関する基本的制度を定め、これによって気象庁は、国土交通省設置法第46条において、また、気象業務法の目的規定（第1条）において重ねて定められている義務を果たし、以て上述したその全体目標を達成することができる。


  ・ 第3条において、世界気象機関条約第2条に定められたWMOの目的と類似した書きぶりで気象庁長官の義務も定められている。この類似性は、同法が部分的には、日本が気象庁を通じて国際的な基準・規制の集団的な採択及び遵守といったWMOにおけるその義務を果たすことができることを保証するために制定されたものであることを反映させたものであると思われる。


  ・ 気象庁及び気象庁以外の個人及び組織が果たす様々な役割を明らかにしている。


  ・ 気象庁以外の者が警報を発表してはならないと定めることによって、日本について警報を発表するという気象庁単独の権限を強調している。


  ・ PPEの文脈において、民間部門8が気象業務に参加又は協力して、例えば次の領域においてその全体目標を達成するための機会を提供するものでもある。


  > 測器（認定された「測定者」として及び/又は型式証明を取得した測器製造者として）


  > 観測（観測を委託された個人/組織として）


  > 情報の迅速な流布（協力者、自発的なパートナー又は予報業務許可事業者として）


  > 気象庁又は他の予報サービス供給者に由来する調整された/地方に適合させた詳細なデータ・プロダクト・情報の提供（放送事業者の契約者若しくはWeb/アプリサービスの提供者として、気象キャスターとして又はビジネスシーン向けのWeb/アプリサービスの提供者若しくはデータ提供者として）


  > 予報（予報業務許可事業者として調製された予報を行う。）


  このほか、2017年3月7日には、東京において、現在の及び潜在的な気象データの利用者を含む産学官の実務者によって、気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC）が設立された。WXBCの目的は、産学官の各部門による広範な共同の取組によって、モノのインターネット（IoT）、人工知能（AI）等の技術における気象データの集中的な利用を含む商業活動を促進し、以て日本の社会・経済の生産性を向上させることである。同コンソーシアムの事務局としての気象庁の役割は、先に述べた気象庁の任務及び気象庁の全体目標「産業の興隆等公共の福祉の増進に寄与する」の一部に沿ったものである。


  以下の各項においては、気象業務法の各規定についての簡単な説明を、PPEに関連する規定を強調しつつ、また、事実及び/又は事例とともに、3つの分野に分けて示す。


  1.観測


  気象業務法及びこれに付属する法規・規則の規定によって、日本における気象庁自身及びその他の個人又は組織による観測網及び観測の方法は、測器、点検/観測、データの取得/交換、委託等の面で保証されている。


  気象庁による観測の方法について、気象業務法は、気象庁が国土交通省令で定める観測の方法を遵守して観測を実施すべきことを定めている。気象業務法は、気象庁が観測を委託できることも定めている（詳細は、下記のPPEに関連する事項を参照）。気象庁以外の者による観測について、気象業務法は、当該観測が発表又は防災を目的としたものであるときには、検定済の測器の使用の強制を含めて、これらが技術基準に従わなければならず、また、当該施設を気象庁に届け出なければならないと定めている。気象庁は、観測の方法を指導する役割を担っている。


  気象庁以外の者による観測については、登録検定機関による測器検定が実施されている。気象業務法は、検定に係る検査の基準、検定証印・証書、検定の有効期限、型式証明（詳細は、下記のPPEに関連する事項を参照）及び測定能力の認定（同）の基準を定めている。


  PPEに関連する事項：


  - 委託


  ・ 気象業務法は、気象庁が（i）現象の観測及び（ii）情報の提供を委託できることを定めている。


  ・ 上記の規定は、気象庁が全てを自ら行うのではなく他の主体との協働にもよって、また、限られた財政的・人的資源の範囲内で、効率的かつ効果的に必要な場所における観測を確保するために必要なものである。


  ・ 事例：


  > 気象庁は、多くの飛行場において、自治体又は民間部門に対して必要な教育・訓練を定常的に提供しながら、航空気象観測（及び通報）を委託している。


  > 気象庁は、その自動気象観測網を補完するために、自治体及び個人に降水、積雪量等の気象観測を委託してきている。委託を受けて長期間にわたって気象業務に貢献してきた自治体及び個人は、気象庁長官又は管区気象台長若しくは地方気象台長によって、毎年6月1日の気象記念日を期に表彰されている。


  - 気象測器検定


  ・ 測器製造事業者の測定能力を利用してこれら製造者が検定に係る検査を受けるにあたっての負担を軽減するために、今世紀初頭に規制緩和が行われた。


  ・ 型式証明：この規制緩和の後、気象業務法及びこれに付属する法規・規則は、気象庁が国土交通省令で定める種類の気象測器について型式証明を付与すること、また、この型式証明を受けた気象測器は、検定に係る検査のうち構造の検査を免除されることを定めるものとなった（訳注：型式証明に基づく構造の検査の免除の規定は、1952年の気象業務法制定当時から存在するが、実際に適用されはじめたのは、1992年の気象測器検定規則の改正後である。いずれも前世紀中のことである。）。


  > 2020年1月現在、型式証明を受けた気象測器は、すでに型式証明が切れたものも含めて、266機種に達している。


  ・ 測定能力の認定：また、気象庁は、測器の誤差を測定する能力について認定を付与することができ、これを受けた者は、認定測定者と称される。これは、型式証明を受けた気象測器の検定に係る検査を、書類による検査のみで合格させることができる。


  > 2020年2月現在、認定測定者の数は、22件となっている。


  


  図1：気象庁以外の者が使用する気象測器の検定の流れ図


  2.流布


  予報・警報等のデータ・プロダクト・情報は、気象業務法及びこれに付属する法規・規則の規定に従って、関係する官民両部門の主体からの支援又はこれらとの協働によって国・地域・地方の防災機関及び住民に流布され、また、広範囲に供用される。


  PPEに関連する事項：


  ・ 気象業務法は、気象庁が、公衆の利便を増進すると認めるときには、気象現象の観測の成果及びこれに関する情報を直ちに発表し、また、報道機関の協力を求めて公衆に周知させるように努めなければならないと定めている（訳注：実際の気象業務法第11条は、観測成果及び情報については、気象庁自らによる周知を定めていない。なお、同条は、水象、地象等の観測成果等も対象としている。）。


  ・ 同様に、気象業務法は、気象庁が、予報及び警報を発表したきは、（自ら予報事項及び警報事項の周知の措置を執る外）報道機関の協力を求めて、これを公衆に周知させるように努めなければならないと定めている。


  ・ さらに、気象庁が警報を発表したときは、同庁は、直ちに警報事項を所要の機関に通知しなければならず、このとき、（i）気象庁から直接又は間接的にこれを受信した者は、直ちに所定の者にこれを周知するように務めなければならず9（ii）公共放送は、直ちにこれを放送しなければならない。


  ・ また、予報業務許可事業者は、当該予報業務の目的及び範囲に係る気象庁の警報事項を当該予報業務の利用者に迅速に伝達するように努めなければならない。


  ・ 上記の各規定は、気象庁が、その限られた財政的・人的資源の範囲内で各種の情報を効率的、効果的かつ迅速に社会へと周知するために不可欠なものである。


  ・ 事例：後者の事例は、厳密には気象業務法の規定の下に収まるものではないが（訳注：気象庁が発表する防災気象情報の周知に協力する「報道機関」には電気通信事業者及び情報サービス事業者が含まれないと解釈する俗説に基づく表現と思われる。）、気象庁、民間部門及び利用者にとってのWin-Winの成果を示すものである。


  > 気象庁のWebサイトによる準即時的な又は非即時的なデータの提供は、気象庁が予報及び警報を周知する手段のひとつである。


  > 2019年5月、気象庁は、最新の即時的浸水リスクマップ及び即時的洪水リスクマップ（訳注：日本語名称「大雨・洪水警報の危険度分布」）についての新たなプッシュ通知サービスへの参加を希望する者（すなわち民間部門）からのアプリケーションを募集した。採用された5つの協力者による新たなプッシュ通知サービスは、2019年の夏から順次開始されている10。これらの協力者は、日本において産業気象業務に係る活動に積極的に参加してきた企業からなる。


  3.予報


  予報及び警報に関する気象庁の権限は、汎用の予報及び警報、船舶・航空機向け等の特別な目的の予報及び警報、そして水防活動における利用のための予報及び警報として、各種の規定に明確に定められている。先述のとおり、気象業務法には、唯一の権威ある発表者（single authoritative voice）の保証が含まれており、気象庁以外の者は警報を発表してはならないと定められている。


  民間部門が行う予報業務に対する許可、気象予報士の資格、予報業務許可事業者における気象予報士の設置、また、データ・プロダクト・情報の提供、コンサルティング、訓練といった民間部門における気象業務の健全な発達のための民間部門に対する支援について、多くの規定が置かれている。


  PPEに関連する事項：


  - 予報業務の許可


  ・ 予報業務を行おうとする者は、気象庁に許可の申請をしなければならない。許可の基準は、データの収集・分析及び警報の受信に携わる施設及び人員（気象予報士についての次項を参照）について定められている。


  ・ 事実及び事例：


  > 2020年6月5日現在、81の個人又は組織が気象の予報業務許可を受けている。


  - 気象予報士


  ・ 気象予報を行う許可を受けた者は、予報の枢要部分（すなわち、現象の予想）を実施するための所要の水準の専門性を有する気象予報士を設置しなければならない。


  ・ 上記の規定は、民間部門が提供する予報サービスの品質を保証するものである。


  ・ 気象予報士の資格試験は、年2回行われている（気象業務法は、試験の頻度を定めていない）。


  ・ 事実及び事例：


  > 現在、10,000人超が、気象予報士の資格を有している。数多くの気象予報士が、予報業務許可事業者及び産業気象業務を行う企業において働いている。


  > さらに、日本のテレビ・ラジオの気象キャスターの多くは、気象予報士の資格を有している。


  > 気象予報士は、自治体における災害リスクの軽減のための気象データ・プロダクト・情報の解釈において、また、様々なビジネスシーンにおける気象データとその他のデータとの一体的な分析において活躍することも期待されている。


  


  図2：日本の気象キャスターの多くは、資格を持つ気象予報士である。


  - データの提供、コンサルティング、訓練等の民間部門に対する支援


  ・ 気象庁は、民間部門における気象業務の健全な発展を支援するために、気象業務法の規定に基づいて、1995年から、気象業務法に定められた民間気象業務支援センターとして指定された公共的な法人（訳注：一般社団法人又は一般財団法人）である気象業務支援センター（JMBSC）を通じて、気象庁が収集及び/又は作成した気象データ・プロダクト・情報のほとんどを、商業利用に係る費用（訳注：情報提供業務の料金は、データ等を商業利用することに対する課金ではなく、ゆえに当然、非営利の利用者も想定されている。図3参照）11を以て、オンラインで民間部門に提供している。


  ・ 事実及び事例：


  > データ提供の料金体系は、3年ごとに見直される。


  > 情報提供業務の利用者数は、約300（2018年3月現在）であり、増加中である。


  > JMBSCからは、予報を行わずにテレビ、ラジオ、Web及びアプリを通じて気象データ・プロダクト・情報を迅速に流布させたりさらにわかりやすく伝えたりする者も含めて、誰でもデータ・プロダクト・情報を入手することができる。


  > その他、JMBSCによる支援業務としては、相談（新しい/改善されたデータ・プロダクト・情報についての講習会の開催等）、利用者に対する訓練、データ・プロダクトのさらなる適切な利用の促進等がある。


  


  図3：民間部門に対するデータ・プロダクト・情報の提供


  


  図4：気象業務支援センター（JMBSC）から提供されるデータ・プロダクト・情報の利用者による、情報についての説明会（2013年11月、日本・東京）


  まとめ


  我々は、PPEが一般的に受容されている環境の下で民間部門によるものを含む気象業務があらゆる面で規制及び開拓されている日本の事例を示してきた。厳密な立法の枠組によって、あらゆる領域において規制及び監視を行う機能が気象庁に授権されていることから、これは、サービスの品質と社会秩序とを保証しつつ、また、一般社会のニーズも満たしつつ、日本における気象業務の健全な発展を保証するものとなっている。日本の立法の枠組に支援された次の類型のPPEに関心を有する者には、機会が保証されている。


  ・ 観測の領域においては、観測を受託する機会があり、測器検定においては、気象測器の精度の検証について民間部門の能力を活用するための公認された仕組がある。


  ・ 災害リスク軽減のための最新の情報の流布における最近の事例においては、希望するパートナーに機会が提供されている。


  ・ 気象データ・プロダクト・情報の入手しやすさが非常に高いことによって、また、気象業務の健全な発展のために創設された機関による支援によって、民間部門は、これらを限界費用を以て入手でき、調整された/地方に適合させた詳細なデータ・プロダクト・情報を提供する等の産業気象業務を小規模事業者が立ち上げる機会が創出されている。


  この25年間、気象庁が唯一の権威ある発表者であることは法律によって保証されつつ、気象予報士の資格取得者の設置を含む許可制度によって、民間部門が一般公衆向けの予報サービスを行うことができるようになっている。2017年には、産学官の各部門による広範な共同の取組によって気象データの広範な利用を取り入れた取引活動を推進するために、気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC）が設立された。このコンソーシアムの事務局たる気象庁の、その任務に沿った役割は、立法によって規定されているものである（訳注：WXBCの設置及び運営自体は気象業務法に基づくものではないが、同法第3条第六号が観測成果、予報等の利用促進を気象庁長官の任務としていることが、抽象的ながらその活動に関与することの法律上の根拠となる。）。


  参考文献


  ・ 古谷源吾. 1957：気象業務法の解説（日本語）. 日本気象協会.


  ・ 羽鳥光彦. 2016：気象業務法等の沿革―法制度から見た特徴とその意義―（日本語）. 測候時報第83巻.


  


  1 本稿は、著者（訳注：原文にも著者名の記載はない。）の個人的な見解を示したものであり、必ずしも気象庁の公式見解を示すものではない。


  2 Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism


  3 http://www.japaneselawtranslation.go.jp/law/detail/?id=1968&vm=02&re=02
注）現在利用できる気象業務法の公式な英語版には、近年追加された特別警報についての新しい規定が含まれていないが、これらはPPEに関連する事項にはほぼ影響しない。


  4 2020年5月現在、国土交通省設置法の公式な英語版は存在しない。


  5 気象庁の組織の詳細は、国土交通省組織令、気象庁組織規則及びその他の法規及び規則に定められている。


  6 明確な根拠のひとつとして、気象業務法第24条の29に「センターは、第17条の規定により許可を受けて行われる予報業務その他の民間における気象業務の健全な発達を支援し…ため、次に掲げる業務を行うものとする」と定められていることがある。


  7 ここで民間部門とは、気象庁以外の全ての者をいう。例えば、許可を受けた者としては、防衛省、岐阜大学、個人等がある。


  8 本稿において、民間部門という語には、ほとんどの場合、個人とともに、学術部門及び市民団体が含まれる。


  9 特別警報の場合、この部分は義務となる（訳注：実際の気象業務法第15条の2において、警報についての努力義務が特別警報について義務に変わるのは、都道府県から市町村への通知及び市町村から公衆等への周知の措置だけである。）。


  10 日本語による報道発表として、次のリンク先のものがある（各位の言語への無料のオンライン翻訳サービスを利用されたい）。
2019年5月8日付報道発表：http://www.jma.go.jp/jma/press/1905/08a/20190508_pushtsuchi.html
2019年7月10日付報道発表：http://www.jma.go.jp/jma/press/1907/10c/20190710_pushtsuchi_launch.html


  11 データ・プロダクト・情報それ自体は、無償である。情報提供業務の利用者は、共同して運営費用を分担する。


  日本：気象庁と気象ビジネス推進コンソーシアム
（WXBC）


  背景


  日本の気象業務法の目的は、「気象業務に関する基本的制度を定めることによつて、気象業務の健全な発達を図り、もつて災害の予防、交通の安全の確保、産業の興隆等公共の福祉の増進に寄与するとともに、気象業務に関する国際的協力を行うこと」である


  気象庁は、同法の主務官庁であり、民間気象サービスの健全な発達を積極的に促進し、また、気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC）と呼ばれる新しい協議会における官民連携等の様々な主導的事業によって、民間部門の運営者による気象データの高度利用を推進している。


  気象業務法は、その第23条において、公共部門（この場合は気象庁）と民間部門・学術部門が果たす役割の差異を言明している。同条は、気象庁以外の者が気象警報（訳注：一部の例外を除いて地象・水象の警報も）を発表してはならないと定めている。気象庁以外の主体による予報サービスの提供は、許可制度によって規制されており、気象庁がその許可証の発行を所掌している。


  日本の社会・経済の生産性向上におけるWXBCの役割


  気象ビジネス推進コンソーシアムは、2017年3月7日に東京において、気象データの現在の及び潜在的な利用者を含む産学官の運営者によって設立された。気象庁は、新たに設置された気象ビジネス支援企画室を通じて、同コンソーシアムの事務局を務める。


  WXBCの目的は、産学官の各部門における広範な共同の取組を通じて、モノのインターネット（IoT）、人工知能（AI）等による気象データの広範な利用を含む取引活動を促進し、以て日本の社会・経済の生産性を向上させることである。WXBCは、日本の産業気象業務を加速させて産業における気象データ・気象プロダクトの高度利用を可能にすることを期待されている。これは、新たな利用者を誘引し、また、気象情報に基づく意思決定を強化する。これらは、産業における気象データ・気象プロダクトの活用度がいまだに低いことを、また、ビッグデータと人口減少の時代において社会の生産性を向上させる必要があることを考慮した、必要な対策である。


  
    
      
        	
          


          図1 第1回気象ビジネスフォーラムにおける集合写真（2017年2月13日、日本・東京）

        
      


      
        	
          


          図2 第2回気象ビジネスフォーラムにおける石井啓一大臣（2018年2月13日、日本・東京）

        

        	
          


          図3 気象データの解析についての集合研修（2017年11月20日、日本・東京）

        
      

    
  


  WXBCについて、いくつかの事実を示す。


  ・ 会員数は、803にまで増えている（2020年1月24日現在。個人会員を含む。）


  ・ 主な活動


  > イベントの開催


  >> 気象ビジネスフォーラム


  >> 気象データの現在の及び潜在的な利用者に対するセミナー


  >> 関連する分析の促進及び他の種類のビッグデータとともになされる産業利用についての、オンライン学習会を含む訓練セッション


  >> アイデアコンテスト


  >> マッチングイベント


  > 活用事例集の発行


  WXBCは、運営委員会によって統括され、将来の活動について話し合う年次総会を行う。個別の課題は、新規ビジネスのための人材育成ワーキンググループ等の作業部会がこれを取り扱う。これらの活動は、総会及び運営委員会が定めた規約、ツール及びメカニズムによって支えられており、これらは、部門間の対話の障壁を下げ、またこれを促進している。


  気象庁は、事務局として、商業的な需要に基づくさらなる気象データの提供によって、また、利用環境の改善によって、WXBC会員の商業活動を一般的に支援している。データ利用環境の改善についての主たる具体的な施策としては、これまでに、過去の気象データのオンライン提供の拡大及び気象庁以外の者による予報サービスについてのさらなる規制緩和がある。例えば、ここ3年間で、民間企業における気象予報士の必要最低人数についての規制が緩和され、より多くの企業が気象予報ビジネスに参入できるようになった（訳注：この審査基準の改正は、特定の申請者のコンプライアンス確保のためにその実施体制に相当する要件を明記したにすぎず、類似の実施例は当該改正の前から認められている。）。16日先までの一般向け予報や高潮の予報を可能にする等、民間部門に開放された予報業務の範囲も拡大してきている。


  


  図4 気象ビジネスアイデアコンテスト（2018年1月19日、日本・東京）
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